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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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情報サービス業
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㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

126,378.70

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 16,272.00 ㎡
10,397.88

㎡

126,378.70

99,708.82



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

1 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

ホームページで公表

閲覧場所：

平成18年4月1日
以降

2009

2009

事　業　所　の
使用開始年月日

冊 子

そ の 他

名 称

電 話 番 号

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

http://www.asahi.comアドレス：

０３－３５４１－８９９９

名 称 ブランド推進本部ＣＳＲ推進部

０３－５５４０－７６３０電 話 番 号

朝日新聞東京本社本館２階

午前１０時～午後５時閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

ブランド推進本部　ＣＳＲ推進部　見学係　閲覧コーナー

特定地球温暖化対策事業所 年度

入手方法：

朝日新聞社は新聞業界の先駆けとして、２００１年元旦に朝日新聞環境憲章を制定し、０５年に１０年度におけ
るCO₂量を０１年度比10％削減する自主計画を立てた。この自主計画は昨年度、目標を大きく上回る23.2％の削
減率を達成して終了した。毎年作成していいる環境行動計画では、11年度から改正省エネ法が要請する省エネに
積極的に取り組み、エネルギー原単位を年平均で1％以上削減するべく努める目標を新たに掲げている。１4年度
はその目標に対し13年度比2.8％の削減をした。
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４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

12,096

2013 2014

12,159

57

年度

2013 2014年度 年度

2019

2020 2024年度から

年度から

第二計画期間の削減義務率１７％を達成しているが、積極的な高効率設備へ
の更新及び、エネルギーの使用の最適化・効率化を追及し、前年度比１％以
上の削減を目標とする。

2015 年度まで
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換算）
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当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出が主体となっている。
したがって、節水を行うことで、その他ガスを削減する。
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17.0%
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積極的な高効率設備への更新などにより、前年度比１％以上の削減を目標と
する。

年度

現在の削減計画期間と同様に、引き続き節水を行うことで、その他ガスを削
減する。

14,800



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

8,220

94,590
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2010 2011
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2014 年度年度
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変更年度

年度まで
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2014

2012 年度

年度

Ⅰ－１

削 減 義 務
期 間 合 計

2013 年度 2014 年度年度

05年から始めた本館リニューアル工事にて、冷凍機設備更新、ＢＥＭＳ設備の導入、蛍光灯器具更新等を実施し
た効果が見られ、特定温室効果ガスの排出量が減少した。
冷凍機の効率的な運用を行い特定温室効果ガスの排出量が減少した。

37,3168,4665,762
排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
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ガス排出量(E)
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14,800 12,969 12,813 65,49412,09612,816
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算定方法：（

変更年度 変更理由

2002年度、2003年度、2004年度
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8.0%

102,810

8.0%

20,56220,562

年度 2012 年度 2013

変更理由



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 照明器具をHfタイプに更新 ２０１０年度

2 150200 15_照明設備の運用管理 ダウンライト照明をＬＥＤ電球に更新 ２０１０年度

3 150100 15_受変電設備の管理 高圧トランスを高効率型に更新 ２０１１年度

4 130100 13_空気調和の管理
夏季（６月～９月）室温設定を２６℃→２
８℃

２０１０年度

5 120200 12_冷凍機の効率管理
冷凍機運転スケジュール見直しによる電力削
減

２０１０年度

6 130200 13_空気調和設備の効率管理
空調機運転スケジュール見直しによる電力削
減

２０１０年度

7 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファンモータを高効率型に更新 ２００９年度

8 130200 13_空気調和設備の効率管理 ペリメータ空調機運転台数削減 ２０１１年度

9 130200 13_空気調和設備の効率管理 空調機送風量削減 ２０１１年度

10 150200 15_照明設備の運用管理 照明器具点灯台数削減 ２０１１年度

11 150200 15_照明設備の運用管理 新館駐車場照明器具更新工事 ２０１３年度

12 150200 15_照明設備の運用管理 新館照明器具をＬＥＤタイプに更新 ２０１５年度

13 120200 12_冷凍機の効率管理 新館冷凍機更新による電力削減 ２０１５年度

14 360700
36_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

コンプレッサー更新による電力削減 ２０１５年度 インバータコンプレッサーを導入

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス削減量の削減の計画及び実施の状況】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

（１）対策全般
　朝日新聞社は新聞業界の先駆けとして、２００１年元旦に朝日新聞環境憲章を制定し、０５年に１０年度におけ
るCO₂量を０１年度比10％削減する自主計画を立てた。この自主計画は昨年度、目標を大きく上回る23.2％の削減
率を達成して終了した。また報道機関として０７年から「環境」を「医療」「教育」と並ぶ紙面の最重要テーマの
一つに掲げ、紙面や主催事業、イベントを通して、環境問題と真摯に向かい合ってきた。
　毎年作成している環境行動計画では、１１年度から改正省エネ法が要請する省エネに積極的に取り組み、エネル
ギー原単位を年平均で1％以上削減するべく努める目標を新たに掲げている。１4年度[はその目標に対して、前年
比97.2％と2.8％の削減をした。これからも持続可能な社会の発展のために努力するとともに、『環境に貢献する
朝日新聞』という姿を目に見える形で読者や市民に示していきたい。
（２）電力使用量について
　東京本社の電力使用量は13年度比約184万4千ｋｗｈ（約－5．8％）の削減が出来た。クールビズなど光熱費節約
やサーバーを仮想化技術によって少ない台数のハードウェアに段階的に集約した。この削減量は14年度全体の約4
割を占めている。
（３）都市ガスの使用量について
　ガス消費は暖房負荷のためより浴室利用者数と密接な関連になっている。年間で約217千ｍ3（－6.93％）の削減
だった。
（４）水道使用について
　5月に蓄熱水槽を清掃したため水を入れ替えたが、年間で107ｍ3（－0.29％）と微減だった。


